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時期
R7 R8

4月 5月 10月 12月

学校統合など近年の整備動向により、国当初予算

における負担金の割合が大きく、令和７年度は例年以

上の需要増が見られた。

（負担金事業は法律に基づく補助であるため、当初予

算により確保されている。）

令和７年度国当初予算における国庫補助の内定時

点では、交付金事業など一部事業の採択を保留。

交付金については、前年度補正予算に前倒して計

上することで対応。

令和８年度に採択される事業であっても、交付金事

業は繰越した令和７年度予算（本省繰越予算）にて措

置する可能性が高い。

R8

R7

R6

R5

単位：億円

負担金（当初採択） 交付金（当初採択）

交付金（補正採択） 特例交付金（補正採択）

本省繰越等で交付金事業も採択あり

新規の交付金事業の採択見送り

○令和８年度対象事業の採択方針

（案） より

10月調査（※1）で計上された事業

のうち、予算の範囲内で（１）の事業に

ついて優先的に採択することを検討

その上で、財源を確保できた場合

には、予算の範囲内で（２）の事業及び

いずれにも該当しない事業について

採択することを検討

（２）財源を確保できた場合にお
ける採択事業

○耐震化事業
　（危険改築はこれに該当）
○特支の新増築等
○統合改修
○防災機能強化事業
○大規模改造（空調）
○バリアフリー化
○特別防犯対策

ほか

（１）優先採択事業

○Ⅱ期目以降の工事（過年度に
交付決定を受けた継続事業）
○負担金事業と併行して実施す
る事業

R7年度までは「最優先する事業」となっており、

県担当課と協議し、解体工事分の補助が受けら

れることなども踏まえ、当町では交付金事業と

して事業計上を行った。

不採択

採択

国庫補助分が起債となることにより、実質負担額

が約５億円の増

（原子力立地給付金相当協力期間の５年延長）とな


